Ⅱ　　学　校　法　人　現　地　調　査　の　調　査　事　項
	調　査　事　項　及　び　内　容
	参　考　法　令　等

	１　役員、評議員の就任状況

　(1)　役員（理事・監事）、評議員は、私立学校法、寄附行為に規定する選任区分に従って選任されているか。

　(2)　役員、評議員の選任は、寄附行為の規定に基づき適正な手続を経て行われているか。

　　①　同一人物を評議員互選の理事、理事互選の評議員に選任していないか。

　　②　新評議員の就任前に評議員互選理事を選任していないか。

　　③　新理事就任前に新理事長を互選していないか。

　(3)　役員、評議員に欠員はないか。

　　①　理事又は監事のうち、その定数の５分の１を超えるものが欠けたときは、１月以内に補充されているか。また、５分の１を超えない場合であっても、長期間欠員のまま放置していないか。

　　②　選任区分上の欠員があっても、定数に幅があり、その範囲内であれば補充することはないと誤解していないか。

　(4)　評議員の数は、在任理事総数の２倍を超えているか。

　　・　理事定数に幅がある場合、評議員は理事現員の２倍を超えているか。

　(5)　理事、監事の全員のうちには、個々の理事及び監事について、その配偶者又は３親等以内の親族が１人を超えて含まれていないか。（本人を含めて２人以下）
　(6)　監事は、理事、学校法人の教職員又は評議員を兼職していないか。

　(7)　理事長は、他の学校法人の理事長を２以上兼ねていないか。

　　　また、理事及び監事も、他の学校法人の理事又は監事を２以上兼ねていないか。

　(8)　役員、評議員の選任方法についての規定等が整備されているか。

　　　（25歳以上卒業者評議員必置等）

　(9)　再任した場合に、理事会あるいは評議員会で改めて選任されているか。

　(10)　 役員変更届及び代表権を有する役員の変更登記（就任後２週間以内）は、確実に履行されているか。（重任登記等）

　(11)　役員名簿・評議員名簿が整備されているか。

　(12)　役員の構成に著しい偏りはないか。

２　理事会、評議員会の開催・審議状況

　(1)　理事会、評議員会は適切に開催されているか。

　　　開催状況、出欠状況（委任状による名目的開催となっていないか。）、開催手続、書面表決の状況、議事録の作成（自署自印）
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	　(2)　法人運営について理事会で十分審議しているか。予算・決算・納付金の変更等重要な事項の決定は理事会で行っているか。

　(3)　予算、借入金及び重要な資産の処分に関する事項等諮問事項のすべてについて、理事長においてあらかじめ評議員会の意見を聞いているか。

　(4)　予算は、前年度の３月３１日までに成立しているか。

　(5)　決算は、毎会計年度終了後二ヶ月以内に、理事会承認を経て、評議員会に報告し、その意見を聞いているか。

  (6)　議事録の作成は適切に行われているか。（自署押印）

３　監事の職務執行状況

　(1)　学校法人の財産の状況、理事の業務執行の状況についての監査等私立学校法及び寄附行為に規定されている監事の監査機能が十分発揮されているか。

　(2)　監査報告書が作成されているか。

　(3)　必要に応じて理事会への監事の出席要請が行われているか。

４　業務処理関係

(1)　学校法人の諸活動に対応するすべての収入・支出が会計処理の対象とされているか。

(2)　学校法人会計基準に準拠し、財政及び経営状況について、真実な内容を計算書類に明瞭に表示しているか。

(3)　公認会計士から改善勧告・指導を受けたことがあるか。それに対して適切な対応をしているか。

(4)　納付金と学則の規定が一致しているか。改訂の際、学則変更届が提出されているか。

(5)　財務書類の備え付けがされているか。（収支計算書、収支内訳表、人件費支出内訳表、貸借対照表、明細表（固定資産、借入金、基本金））
(6)　財務情報の閲覧が適切に行われているか。

(7)　収益事業が適切に処理されているか。（寄附行為への規定、収益の繰入、赤字事業となっていないか、長期間休止のまま放置していないか）

(8)　事務処理体制が確立しているか。（公印管理、回議の設定）

(9)　資産総額の変更登記がされているか。

(10)　基本的な諸規程が整備されているか（組織規程、事務分掌規程、事務処理規程、文書取扱規程、公印取扱規程、就業規則、定年規程、役員報酬規程、給与規程、退職金規程、旅費規程、会計・経理規程、学則、奨学金給与貸与規程など）

(11)　給与は適正に決定されているか。
(12)　理事長からの借入金が適正に処理されているか。（契約書、理事会審議、特別代理人等）
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